　第７事件　　柔道整復師のX線照射事件
【事案】
　柔道整復師の被告人はX線技師の免許も医師の指示もなしに、昭和57年から翌年にかけ、延べ624回にわたりX線を照射し、読影して骨折の有無等を診断したため医師法違反と（現在名では）診療放射線技師法違反（以下技師法と略す）で起訴された。


【争点】
X線照射は技師法違反のみでなく医師法違反にもなるのか？
旧技師法２条２項に規定する業とは①「放射線を人体に対して照射」する業を指すのか、②「医師又は歯科医師の指示の下に、放射線を人体に対して照射」する業を言うのか見解がわかれていた。①と解すると、被告人は放射線を人体に対して照射している以上旧技師法違反になる。しかし、②と解すると被告人は医師又は歯科医師の指示を受けていない以上、軽い技師法ではなく、重い医師法で裁かれることになる。
＊地裁

X線を放射した行為に対して、技師法24条1項、3項、2条2項及び医師法31条、17条に反するとして２年間の執行猶予付きで懲役四ヶ月の刑に処した。（→②説を取っている）
まず、X線照射は診断のために必要であるので、技師法に反しないという被告人の主張を技師法はX線を照射した者を一律に取り締まるものであるとして退けた。次に、柔道整復師にも一定程度医業を行うことが許されていて、柔道整復のためであるなら、医師法には反しないという被告人の主張を、医師と柔道整復師では専門的知識の程度に差があるとして退けた。さらに、柔道整復の施術に必要であるからX線照射は社会的相当性があるという被告人の主張を、患者に医師の診察を受けさせたり被告人自身が放射線技師の資格を取得したりすることで対処できるとして退けた。
＊最高裁
X線照射は技師法24条1項、3項、2条2項に反するが医師法31条、17条には反しない。この点で地裁の判断は修正されるべきだとした。（→①説を取っている。）しかし、X線写真を読影した行為が結局は医師法に反するので、地裁の判決を維持するとした。
【参照条文】
旧技師法２条２項　「この法律で『診療放射線技師』とは厚生大臣の免許を受けて、医師又は歯科医師の指示の下に、放射線を人体に対して照射（略）することを業とする者をいう。」
旧技師法２４条１項　「医師、歯科医師、診療放射線技師でなければ、第二条第二項に規定する業をしてはならない。」
　→違反した場合　１年以下の懲役もしくは１万円以下の罰金（旧技師法２４条３項）
医師法１７条　「医師でなければ医業をしてはならない」
　→違反した場合　２年以下の懲役又は２万円以下の罰金（医師法旧31条）
